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【年通号数】公開・登録公報2018-009
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【国際特許分類】
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【ＦＩ】
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【手続補正書】
【提出日】令和1年8月13日(2019.8.13)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　装甲の前面層と、
　複数の粒子を含む粒子層と、
　前記粒子層に隣接する第１の爆薬層と、
　前記装甲の後面層と
　を備える反応装甲モジュールであって、前記第１の爆薬層は、飛来する弾頭からの第１
の爆発によってトリガされ、前記粒子層に向けて爆発して前記複数の粒子を射出し、それ
によって前記弾頭からの第２の爆発を妨害する、反応装甲モジュール。
【請求項２】
　前記粒子層と前記前面層との間に第２の爆薬層をさらに備える、請求項１に記載の反応
装甲モジュール。
【請求項３】
　前記粒子層内の前記複数の粒子がスペーサによって離間される、請求項１に記載の反応
装甲モジュール。
【請求項４】
　前記複数の粒子が剛体粒子を含む、請求項３に記載の反応装甲モジュール。
【請求項５】
　前記複数の粒子が、球状粒子、円筒状粒子、および複数形状を組み合わせた粒子のうち
の１つに形状を定められる、請求項３に記載の反応装甲モジュール。
【請求項６】
　前記第１の爆薬層が、該第１の爆薬層の前記爆発を方向付け、それによって指向性粒子
雲を形成するように形状を定められる、請求項１に記載の反応装甲モジュール。
【請求項７】
　前記装甲の層が、鋼と、バリスティックアルミニウムと、チタンと、アルミニウムと、
ポリマーと、ポリマーおよび剛性材料を組み合わせたものとのうちの１つの部材を含む、
請求項１に記載の反応装甲モジュール。
【請求項８】
　装甲車両上に、別の反応モジュールの近傍、前、または背後に設けられる、請求項１に
記載の反応装甲モジュール。
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【請求項９】
　前記スペーサがエネルギー吸収材料を含む、請求項３に記載の反応装甲モジュール。
【請求項１０】
　前記別の反応モジュールから離間される、請求項８に記載の反応装甲モジュール。
【請求項１１】
　前記第１の爆薬層と前記粒子層との間に剛体層をさらに備える、請求項１に記載の反応
装甲モジュール。
【請求項１２】
　高性能爆発性装薬が前記粒子層の前記複数の粒子と混合される、請求項１に記載の反応
装甲モジュール。
【請求項１３】
　ケーシングをさらに備え、前記ケーシングの断面構造が、前記第１の爆薬層の前記爆発
のエネルギーを誘導して所望の粒子雲ベクトルおよび形状を実現するように設計される、
請求項１に記載の反応装甲モジュール。
【請求項１４】
　前記第１の爆薬層が湾曲した形に形状を定められる、請求項１１に記載の反応装甲モジ
ュール。
【請求項１５】
　前記ケーシングが成形または湾曲される、請求項１３に記載の反応装甲モジュール。
【請求項１６】
　剛性材料が前記第１の爆薬層の一部に配置され、それによって射出される前記複数の粒
子相互間の時間差爆発を作り出す、請求項１に記載の反応装甲モジュール。
【請求項１７】
　前記剛性材料が幾何形状要素を含む、請求項１６に記載の反応装甲モジュール。
【請求項１８】
　前記幾何形状要素が、前記粒子層の粒子間に挿入されるピラミッド型要素を含み、前記
ピラミッド型要素が尖端部を有し、前記尖端部が前記第１の爆薬層の方を向いている、請
求項１７に記載の反応装甲モジュール。
【請求項１９】
　前記装甲の前記前面層の前に追加の前面層をさらに備える、請求項１に記載の反応装甲
モジュール。
【請求項２０】
　前記追加の前面層がトリガを備え、前記トリガは、前記トリガへ飛来するＨＥＡＴジェ
ットの衝撃で、電子シグナリング、および引き続き起こる爆風のうちの１つによって前記
第１の爆薬層を作動させ、前記引き続き起きる爆風が前記追加の前面層に装着された爆発
物を含む、請求項１９に記載の反応装甲モジュール。
【請求項２１】
　前記トリガが、前記ＨＥＡＴジェットによる衝撃の前に前記第１の爆薬層のトリガリン
グを引き起こすように構成される、請求項２０に記載の反応装甲モジュール。
【請求項２２】
　前記第１の爆薬層が複数の爆心で爆発するように形状を定められた、請求項１に記載の
反応装甲モジュール。
【請求項２３】
　近接信管または近接センサをさらに備える、請求項１に記載の反応装甲モジュール。
【請求項２４】
　前記第１の爆薬層が、モンロー効果を用いて前記第１の爆薬層の前記爆発を方向付ける
ように形状を定められた、請求項１に記載の反応装甲モジュール。
【請求項２５】
　爆風レンズをさらに使用する、請求項２４に記載の反応装甲モジュール。
【請求項２６】
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　３つの粒子層を隔てる４つの爆薬層を備える、請求項１に記載の反応装甲モジュール。
【請求項２７】
　トリガリング要素および遅延要素を備え、前記遅延要素が、前記爆発を遅延させて前記
弾頭の前記第２の爆発を待つためのものである、請求項１～２６のいずれか一項に記載の
反応装甲モジュール。
【請求項２８】
　前記トリガリング要素が、
　（ａ）電池、
　（ｂ）コンデンサ、
　（ｃ）誘導型回路、
　（ｄ）振り子型要素を電磁場中で動かし、それによって電気を発生させる電気機械要素
であって、前記電気がコンデンサや電池に供給される、電気機械要素、
　（ｅ）圧電素子、
　（ｆ）化学物質または金属
　の中の１つの部材によって電圧を供給される、請求項２７に記載の反応装甲モジュール
。
【請求項２９】
　前記第１の爆薬層の爆風が前記粒子層の剛体粒子体の中に向けられ、前記剛体粒子体が
所定の構造内に配置され、前記第１の爆薬層の爆風が前記構造を内部崩壊させて、飛来す
るジェットに複数の多方向運動衝撃を加え、それによって前記飛来するジェットを変形さ
せる、請求項１に記載の反応装甲モジュール。
【請求項３０】
　前記所定の構造が、前記反応装甲モジュールの側板に沿って少なくとも１つの延長部を
備える、請求項２９に記載の反応装甲モジュール。
【請求項３１】
　前記所定の構造が、前記反応装甲モジュールの対向する２つの側板に沿って２つの延長
部を備え、前記爆発が、前記２つの延長部の間の中心以外の場所でトリガされる、請求項
３０に記載の反応装甲モジュール。
【請求項３２】
　第２の反応装甲モジュールと組み合わされる、請求項１に記載の反応装甲モジュールで
あって、前記第２の反応装甲モジュールが、
　装甲の第２の前面層と、
　装甲の第２の背面層と、
　前記第２の前面層と前記第２の背面層との間の第３の爆薬層と、
　トリガリング機構と
　を備え、
前記第３の爆薬層は、前記第２の前面層の中を向いた前記飛来する弾頭の第１の爆発の一
定の遅延の後に前記トリガリング機構によってトリガされて、前記第２の前面層を射出し
、前記弾頭からの第２の爆発を妨害する、請求項１に記載の反応装甲モジュール。
【請求項３３】
　装甲の前面層と、
　装甲の背面層と、
　前記前面層と前記背面層との間の爆薬層と、
　トリガリング機構と
　を備える反応装甲モジュールであって、
　　前記爆薬層は、前記前面層の中での飛来する弾頭の第１の爆発の一定の遅延の後に前
記トリガリング機構によってトリガされ、爆発して前記前面層を射出し、前記弾頭からの
第２の爆発を妨害する、反応装甲モジュール。
【請求項３４】
　前記トリガリング機構が、前記第１の爆発のジェットによる衝撃の前に前記爆薬層のト
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リガリングを引き起こすように構成される、請求項３３に記載の反応装甲モジュール。
【請求項３５】
　前記トリガリング機構が前記反応装甲モジュールから離間して配置される、請求項３３
に記載の反応装甲モジュール。
【請求項３６】
　前記爆薬層が斜めにされる、請求項３３に記載の反応装甲モジュール。
【請求項３７】
　前記爆薬層がレンズを備え、前記レンズが、三角構造および球体構造のうちの少なくと
も１つの構造である、請求項３３に記載の反応装甲モジュール。
【請求項３８】
　前記爆薬層が、該爆薬層の前記爆発を方向付けることによって指向性粒子雲を形成する
ように形状を定められる、請求項３３に記載の反応装甲モジュール。
【請求項３９】
　前記装甲の前記前面層と前記装甲の背面層が、鋼と、バリスティックアルミニウムと、
チタンと、アルミニウムと、ポリマーと、ポリマーおよび剛性材料を組み合わせたものと
のうちの１つを含む、請求項３３に記載の反応装甲モジュール。
【請求項４０】
　装甲車両上に、別の反応モジュールの近傍、前、または背後に設けられる、請求項３３
に記載の反応装甲モジュール。
【請求項４１】
　前記別の反応モジュールとの間を隔てるためにスペーサを備え、前記スペーサがエネル
ギー吸収材料を含む、請求項４０に記載の反応装甲モジュール。
【請求項４２】
　前記爆薬層が湾曲した形に形状を定められる、請求項３３に記載の反応装甲モジュール
。
【請求項４３】
　ケーシングが成形または湾曲される、請求項３３に記載の反応装甲モジュール。
【請求項４４】
　剛性材料が前記爆薬層の一部に配置され、それによって時間差爆発を作り出す、請求項
３３に記載の反応装甲モジュール。
【請求項４５】
　前記剛性材料が幾何形状の要素を含む、請求項４４に記載の反応装甲モジュール。
【請求項４６】
　前記幾何形状の要素がピラミッド型要素を含み、前記ピラミッド型要素が尖端部を有し
、前記尖端部が前記爆薬層の方を向いている、請求項４５に記載の反応装甲モジュール。
【請求項４７】
　前記装甲の前記前面層の前に追加の前面層をさらに備える、請求項３３に記載の反応装
甲モジュール。
【請求項４８】
　前記追加の前面層がトリガを備え、前記トリガは、飛来するＨＥＡＴジェットの衝撃を
受けると、電子シグナリングおよび引き続き起こる爆風のうちの１つによって前記爆薬層
を作動させ、前記引き続き起こる爆風が前記追加の前面層に装着された爆発物を含む、請
求項４７に記載の反応装甲モジュール。
【請求項４９】
　前記ＨＥＡＴジェットによる前記衝撃の前に、前記トリガが前記爆薬層のトリガリング
を引き起こすように構成される、請求項４８に記載の反応装甲モジュール。
【請求項５０】
　前記爆薬層が複数の爆心で爆発するように形状を定められた、請求項３３に記載の反応
装甲モジュール。
【請求項５１】
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　近接信管または近接センサをさらに備える、請求項３３に記載の反応装甲モジュール。
【請求項５２】
　前記爆薬層が、モンロー効果を用いて該爆薬層の前記爆発を方向付けるように形状を定
められた、請求項３３に記載の反応装甲モジュール。
【請求項５３】
　さらに、爆風レンズを使用する、請求項５２に記載の反応装甲モジュール。
【請求項５４】
　トリガリング要素および遅延要素を備え、前記遅延要素が、前記弾頭の前記第２の爆発
まで前記爆薬層の前記爆発を遅延させる、請求項３３～５３のいずれか一項に記載の反応
装甲モジュール。
【請求項５５】
　前記トリガリング要素が、
　（ａ）電池、
　（ｂ）コンデンサ、
　（ｃ）誘導型回路、
　（ｄ）振り子型要素を電磁場中で動かし、それによってコンデンサや電池に供給される
電気を発生させる電気機械要素、
　（ｅ）圧電素子、
　（ｆ）化学物質または金属
　の中の１つによって電圧を供給される、請求項５４に記載の反応装甲モジュール。
【請求項５６】
　前記爆薬層が所定の構造内に入るように形状を定められ、前記所定の構造が反応装甲モ
ジュールの側板に沿って少なくとも１つの延長部を備える、請求項３３に記載の反応装甲
モジュール。
【請求項５７】
　前記所定の構造が、反応装甲モジュールの対向する２つの側板に沿って２つの延長部を
備え、前記爆薬層の前記爆発が、前記２つの延長部の間の中心からはずれた位置でトリガ
される、請求項５６に記載の反応装甲モジュール。
【請求項５８】
　タンデム弾頭から防御する方法であって、前記タンデム弾頭は、一次爆発に続いて、予
め設定された小遅延後に主爆発するものであり、
　前記一次爆発を検出するステップと、
　前記一次爆発を検出するステップの結果を使用して、二次爆発を妨害する指向性爆風を
起爆するステップと
　を含む、方法。
【請求項５９】
　前記一次爆発を検出するステップと前記起爆するステップとの間に起爆遅延を追加する
ステップを含み、前記起爆遅延が前記予め設定された小遅延と一致する、請求項５８に記
載の方法。
【請求項６０】
　前記指向性爆風を利用して前記タンデム弾頭に向かって剛体粒子雲を打ち込み、それに
よって前記二次爆発を妨害するステップを含む、請求項５８または請求項５９に記載の方
法。
【請求項６１】
　剛体粒子層の内破を引き起こすステップを含む、請求項５８～６０のいずれか一項に記
載の方法。
【請求項６２】
　前記指向性爆風を方向付けるために非対称に起爆するステップを含む、請求項５８～６
１のいずれか一項に記載の方法。
【手続補正２】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【発明の名称】反応装甲
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、迫り来る運動エネルギー弾（Ｋｉｎｅｔｉｃ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｐｅｎｅｔｒ
ａｔｏｒｓ）（ＫＥＰ）またはロケット推進式ＨＥＡＴ弾頭（ｒｏｃｋｅｔ　ｐｒｏｐｅ
ｌｌｅｄ　ＨＥＡＴ　ｗａｒｈｅａｄｓ）から装甲車両または装甲構造体を保護する分野
に関する。より詳細には、本発明は、迫り来るタンデム弾頭（Ｔａｎｄｅｍ　ｗａｒｈｅ
ａｄｓ）から装甲車両または装甲構造体を保護することに関する。
【背景技術】
【０００２】
　本質的には、ＨＥＡＴ（高エネルギー対戦車（Ｈｉｇｈ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ａｎｔｉ－Ｔ
ａｎｋ），以後、ＨＥＡＴと呼ぶ）弾薬が、装甲車両の外部装甲を貫徹すること、中にい
る乗組員を殺傷すること、極めて重要な機械系を無能にすること、またはそれらのすべて
により機能する。
【０００３】
　装甲車両が成形炸薬ＨＥＡＴの打撃に耐えるのを可能にするために、爆発反応装甲（Ｅ
ｘｐｌｏｓｉｖｅ　Ｒｅａｃｔｉｖｅ　Ａｒｍｏｒ、以降ＥＲＡと呼ぶ）という名称の外
部爆発性要素が車両の装甲に装着される。
【０００４】
　ＥＲＡは、反応要素または動的要素と呼ばれる、２つの板、典型的には金属板の間に挟
まれた複数の高性能爆薬（ｈｉｇｈ　ｅｘｐｌｏｓｉｖｅ）シートまたは１つの高性能爆
薬スラブからなる。
【０００５】
　一例では、ＲＰＧ－７などの飛来するロケット推進式ＨＥＡＴを弾着時に無力化するた
めに、反応装甲の高性能爆薬が爆轟して、成形炸薬ジェット（ｓｈａｐｅｄ　ｃｈａｒｇ
ｅ　ｊｅｔ）に抗して反応装甲の金属板を離れたところへ強制的に押しやる。発射された
板は金属ジェット弾を粉砕する。
【０００６】
　先行技術の一例では、ＥＲＡの注目すべき有効性は、主として２つの基本的メカニズム
に起因する。第１に、移動する板は、成形炸薬ジェットの実効速度および弾着角を変化さ
せて、ジェットの入射角を変化させ実効速度を低下させる。第２の態様では、２つの板は
成形炸薬弾頭の通常の弾着方向と比べて角度をつけられるので、板が外側に移動するにつ
れて、板上の弾着点は経時的に変化するため、ジェットは新鮮な板材を切り抜ける必要が
ある。この第２の効果は、弾着中に板の有効厚さを著しく増大させる。
【０００７】
　ＥＲＡは、ＲＰＧ７、ＴＯＷ、ＬＯＷなどのロケット推進式ＨＥＡＴ成形炸薬弾頭を打
破するのに高効率であることを示している。
【０００８】
　兵士は、装甲車両を打破するためにロケット推進式ＨＥＡＴの使用に頼るところが大き
いので、Ｔａｎｄｅｍ－Ｃｈａｒｇｅ（タンデム炸薬）という名称の新しい弾頭技術がＥ
ＲＡを打破するために開発されている。本質的に、Ｔａｎｄｅｍ－Ｃｈａｒｇｅ兵器は、
２つ以上の爆轟段を備える爆発装置または発射体である。Ｔａｎｄｅｍ－Ｃｈａｒｇｅ兵
器は、装甲車両（主として戦車）を対戦車弾薬から保護するように設計された反応装甲に
対して効果的である。
【０００９】
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　上述したように、Ｔａｎｄｅｍ－Ｃｈａｒｇｅは２つ以上の爆轟段を備える。タンデム
炸薬兵器の第１の爆轟段は、典型的には弱炸薬であり、弱炸薬は、標的の反応装甲を爆轟
させずに貫徹して、第２の弾頭が妨害されずに通過し得るように反応装甲を通るチャネル
を残すか、反応装甲を単純に爆轟させてカウンタ爆発のタイミングを外させる、のどちら
かである。タンデム炸薬兵器の第２の爆轟段は、反応装甲が危険にさらされている、第１
の爆轟衝撃点の同じ箇所を攻撃する。反応装甲は、装甲車両の一体装甲がＨＥＡＴジェッ
トの衝撃に耐えることを可能にする唯一の要素であるので、反応装甲が第１の爆轟段によ
って危険にさらされると、主炸薬（第２の爆轟）は車両の主装甲を貫通する可能性が高い
。
【００１０】
　したがって、本発明の諸実施形態の一目的は、タンデム弾頭を打破することができる反
応装甲モジュールを提供することである。
【００１１】
　本発明の諸実施形態の別の目的は、タンデム弾頭の打撃に耐えるように既存の反応装甲
モジュールの感受性を改良し増強することである。
【００１２】
　本発明の諸実施形態の別の目的は、前記改良型反応装甲を、単純であり、比較的軽量で
あり、かつ信頼性の高い形で提供することである。
【発明の概要】
【００１３】
　本発明は、（ａ）前面板および背面板と、（ｂ）前記板の間の粒子層と、（ｃ）前記背
面板の前の爆薬層と、を備える反応装甲モジュールに関する。
【００１４】
　好ましくは、反応装甲モジュールは、粒子層と前面層との間に追加の爆薬層をさらに備
える。
【００１５】
　好ましくは、粒子層内の粒子は離間される。
【００１６】
　好ましくは、反応装甲モジュールは、爆風効果を方向付けることにより指向性粒子雲を
形成するように形状を定められる。
【００１７】
　本発明の一態様によれば、
　装甲の前面層と、
　複数の粒子を含む粒子層と、
　前記粒子層に隣接する第１の爆薬層と、
　前記装甲の後面層と
　を備える反応装甲モジュールであって、前記第１の爆薬層は、飛来する弾頭からの第１
の爆発によってトリガされ、前記粒子層に向けて爆発して前記複数の粒子を射出し、それ
によって前記弾頭から第２の爆発を妨害する、反応装甲モジュールが提供される。
【００１８】
　反応装甲モジュールは、粒子層と前面層との間に第２の爆薬層を備えることができる。
【００１９】
　一実施形態では、前記粒子層内の前記複数の粒子はスペーサによって離間される。
【００２０】
　前記複数の粒子は剛体粒子を含むことができる。
【００２１】
　前記粒子層と前記前面層との間に第２の爆薬層が配置されてもよい。
【００２２】
　一実施形態では、前記粒子層の前記複数の粒子はスペーサによって離間される。
【００２３】
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　前記複数の粒子は、球状粒子、円筒状粒子、または複数形状を組み合わせた粒子に形状
を定めることができる。
【００２４】
　前記粒子層と前記前面層との間に第２の爆薬層が見られてもよい。
【００２５】
　爆薬層は、前記爆発を方向付け、それによって指向性粒子雲を形成するように形状を定
めることができる。装甲の層は、鋼、バリスティックアルミニウム、チタン、アルミニウ
ム、ポリマー、あるいはポリマーおよび剛性材料を組み合わせたものを含むことができる
。
【００２６】
　反応装甲モジュールが、装甲車両上に、別の反応モジュールの近傍、前、または背後に
設けられてもよく、他のモジュールから離間されてもよく、エネルギー吸収材料を含むス
ペーサを有していてもよい。反応装甲モジュールは、前記爆薬層と前記粒子層との間に剛
体層を備えることができる。
【００２７】
　高性能爆発性装薬が前記粒子層の粒子と混合されてもよい。
【００２８】
　反応装甲モジュールはケーシングを備えることができ、ケーシングの断面構造は、前記
第１の爆薬層の爆発のエネルギーを誘導して所望の粒子雲ベクトルおよび形状を実現する
ように設計される。
【００２９】
　爆薬層は湾曲した形に形状を定められてもよく、ケーシングは成形または湾曲されても
よい。
【００３０】
　剛性材料が爆薬の一部上に配置され、それによって射出される粒子相互間の時間差爆発
を作り出すことができる。剛性材料は幾何形状要素を備えることができる。前記幾何形状
要素は、粒子層の粒子間に挿入されるピラミッド型要素を含むことができ、ピラミッドは
尖端部を有し、該尖端部は爆薬層を向いている。
【００３１】
　反応装甲モジュールは、前記装甲の前面層の前に追加の前面層をさらに備えることがで
きる。
【００３２】
　前記追加の前面層はトリガを備えることができ、前記トリガは、前記トリガ上へ飛来す
るＨＥＡＴジェットの衝撃で、電子シグナリングおよび引き続き起こる爆風のうちの一つ
によって前記第１の爆薬層を作動させ、前記引き続き起こる爆風は前記追加の前面層に装
着された爆発物を含む。
【００３３】
　トリガは、ジェットによる衝撃の前に前記第1の爆薬層のトリガリングを引き起こすよ
うに構成することができる。
【００３４】
　爆薬層は、複数の爆心で爆発するように形状を定めることができる。
【００３５】
　トリガリング機構は、近接信管または近接センサを使用することができる。
【００３６】
　前記第１の爆薬層は、モンロー効果を用いて前記第１の爆薬層の前記爆発を方向付ける
ように形状を定めることができ、かつ／または爆風レンズを使用することができる。
【００３７】
　反応装甲モジュールの一実施形態は、３つの粒子層を隔てる４つの爆薬層を備えること
ができる。
【００３８】
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　反応装甲モジュールは、トリガリング要素および遅延要素を備えることができ、遅延要
素は、前記爆発を遅延させて前記弾頭の前記第２の爆発を待つためのものである。
【００３９】
　トリガリング要素は、
　（ａ）電池、
　（ｂ）コンデンサ、
　（ｃ）誘導型回路、
　（ｄ）振り子型要素を電磁場の中で動かし、それによって電気を発生させる電気機械要
素であって、前記電気がコンデンサや電池等に供給される、電気機械要素、
　（ｅ）圧電素子、
　（ｆ）化学物質または金属
　のうちの１つの部材によって電圧を供給され得る。
【００４０】
　使用時に、前記第１の爆薬層の爆風が前記粒子層の剛体粒子体の中に向けられ、前記剛
体粒子体は所定の構造内に配置され、前記第１の爆薬層の爆風がこの構造を内部崩壊させ
て、飛来するジェットに複数の多方向運動衝撃を加え、それによって前記飛来するジェッ
トを変形させることができる。
【００４１】
　前記第１の爆薬層の所定の構造は、前記反応装甲モジュールの側板に沿って少なくとも
１つの延長部、特に、前記反応装甲モジュールの対向する２つの側板に沿って２つの延長
部を備えることができ、前記爆発は、前記２つの延長部の間の中心以外の場所でトリガさ
れる。
【００４２】
　上記の反応装甲モジュールは、第２の反応装甲モジュールと組み合わされてもよく、第
２の反応装甲モジュールは、
　装甲の第２の前面層と、
　装甲の第２の背面層と、
　前記前面層と前記背面層との間の第３の爆薬層と、
　トリガリング機構と
　を備え、第３の爆薬層は、前記第２の前面層の中を向いた前記飛来する弾頭の第１の爆
発の一定の遅延の後に前記トリガリング機構によってトリガされて、前記第２の前面層を
射出し、それによって前記弾頭からの第２の爆発を妨害することができる。
【００４３】
　爆薬層は、前記爆発を方向付け、それによって指向性粒子雲を形成するように形状を定
めることができる。
【００４４】
　本発明の第２の態様によれば、
　装甲の前面層と、
　装甲の背面層と、
　前記前面層と前記背面層との間の爆薬層と、
　トリガリング機構と
　を備える反応装甲モジュールであって、爆薬層は、前記前面層の中での飛来する弾頭の
第１の爆発の一定の遅延の後に前記トリガリング機構によってトリガされて前記前面層を
射出し、それによって前記弾頭からの第２の爆発を妨害する、反応装甲モジュールが提供
される。
【００４５】
　本発明の第３の態様によれば、タンデム弾頭から防御する方法であって、タンデム弾頭
は、一次爆発に続いて、予め設定された小遅延後に主爆発するものであり、
　前記一次爆発を検出するステップと、
　前記一次爆発を検出するステップの結果を使用して、二次爆発を妨害する指向性爆風を
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起爆するステップと
　を含む、方法が提供される。
【００４６】
　一実施形態は、前記一次爆発を検出するステップと前記起爆するステップとの間に起爆
遅延を追加することを含むことができ、前記起爆遅延は前記予め設定された小遅延と一致
する。
【００４７】
　一実施形態は、前記指向性爆風を利用して前記タンデム弾頭に向かって剛体粒子雲を打
ち込み、それによって前記二次爆発を妨害するステップを含むことができる。
【００４８】
　一実施形態は、剛体粒子層の内破を引き起こすステップ、特に前記指向性爆風を方向付
けるように非対称に起爆するステップを含むことができる。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】ＨＥＡＴ成形炸薬タンデム弾頭の概略構造を示す図である。
【図２】典型的な反応装甲モジュールの断面図である。
【図２ａ】トリガリングスクリーンを備えた典型的な反応装甲モジュールの断面図である
。
【図３】本発明の一実施形態による反応装甲モジュールの構造の断面図である。
【図４】本発明の諸実施形態の反応モジュール３０の概略的な作動態様を描いた図である
。
【図５】別の実施形態による反応モジュールの概略構造を示す図である。
【図６】本発明の一実施形態による反応モジュール１３０の別の実施形態を示す図である
。
【図７】本発明の一実施形態による別の反応モジュールを示す図である。
【図７ａ】トリガリングスクリーンを備えた本発明の一実施形態による反応装甲モジュー
ルの断面図である。
【図８】本発明の一実施形態による別の反応モジュールを示す図である。
【図８ａ】トリガリングスクリーンを備えた本発明の一実施形態による反応装甲モジュー
ルの断面図である。
【図９】本発明の諸実施形態のＥＲＡに使用されるトリガリングスクリーンを示す図であ
る。
【図１０】本発明の別の実施形態を示す図である。
【図１１】本発明の別の実施形態を示す図である。
【図１２】本発明の別の実施形態を示す図である。
【図１３】本発明の別の実施形態を示す図である。
【図１４】本発明の別の実施形態を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００５０】
　図１は、ＨＥＡＴ成形炸薬タンデム弾頭１０の概略構造を示す。弾頭１０は、先端部１
１、初期（第１）炸薬１２、第１段信管１３、間隔棒１４、主炸薬１５、および第２段（
主炸薬）信管１６を備える。
【００５１】
　上述したように、典型的な反応装甲との衝撃で、タンデム弾頭の第１炸薬は爆轟して第
１のジェットを引き起こし、第１のジェットは反応装甲装薬を貫徹または活性化する。そ
の後、高精密なタイミングで、タンデム弾頭の第２炸薬が爆轟して第２のジェットを引き
起こし、第２のジェットは、第１炸薬によって以前に貫徹された反応モジュールの空間を
通って車両の本体装甲を貫通する。
【００５２】
　典型的な反応装甲モジュール２０の断面が図２に示されている。反応装甲モジュール２
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０は、前面板２１、背面板２２、および前記２つの板の間の高性能爆発性装薬２３を備え
る。前記のように、反応装甲の注目すべき有効性は、主として２つの基本的メカニズムに
起因する。第１に、移動する板は、成形炸薬ジェットの実効速度および弾着角を変化させ
て、ジェットの入射角を変化させ実効速度を低下させる。第２の態様では、２つの板は成
形炸薬弾頭の通常の弾着方向と比べて角度をつけられるので、板が外側に移動するにつれ
て、板上の弾着点は経時的に変化するため、ジェットは新鮮な板材を切り抜ける必要があ
り、実際、弾着時に板の有効厚さを増大させる。
【００５３】
　典型的な反応装甲は、ＲＰＧ７、ＴＯＷ、ＬＯＷなどの非常に有名なロケット推進式Ｈ
ＥＡＴ成形炸薬弾頭を打破するのに非常に有効であることを示しているが、依然として、
ＲＰＧ－２９などのタンデム弾頭を打破するのに何度も失敗している。
【００５４】
　図３は、本発明の一実施形態による反応装甲モジュール３０の構造の断面を示す。反応
装甲３０は独立型モジュールとすることができ、あるいは既存の反応装甲モジュールへの
追加モジュールとなり得る。後者の場合、装甲３０は、典型的な反応装甲モジュール（図
２の２０）の前に、またはモジュール２０の後に来ることができる。ある実施形態では、
モジュール３０とモジュール２０との間に空間を設けることができる。
【００５５】
　本発明の諸実施形態のモジュール３０は前面板３１および背面板３２を備える。一実施
形態では、前記板は、鋼、バリスティックアルミニウム、チタン、アルミナなどのなんら
かの剛性材料、または前記材料のなんらかの組成物で製作される。別の実施形態では、板
３１および３２は、Ｄｙｎｅｍａ、Ｓｐｅｃｔｒａ、Ａｒａｍｉｄなどの、ポリマーまた
は類似特性を有する材料で製作される。別の実施形態では、板３１および３２は、ポリマ
ーと剛性材料を組み合わせたもので製作され得る。別の実施形態では、前面板３１および
背面板３２はそれぞれ、異なる材料または異なる材料を組み合わせたもので製作され得る
。
【００５６】
　モジュール３０は、前記前面板３１と前記背面板３２との間に２つの内層をさらに備え
る。前記２つの層の１番目は粒子層３３であり、前記２つの層の２番目は高性能爆薬層３
４である。
【００５７】
　粒子層３３は複数の剛体粒子を備える。例えば、剛体粒子は、球形状、円筒形状、また
は、飛来するタンデム弾頭との確実な衝突、タンデム弾頭への確実な貫入の可能性を最大
限にするように特に設計された形状を有することができる。いくつかの実施形態では、種
々の形状を組み合わせたものが使用されてもよい。
【００５８】
　図４は、本発明の諸実施形態の反応モジュール３０の概略的な作動態様を描いた図であ
る。タンデム弾頭５０が前面板３１に衝突すると、タンデム弾頭の第１の信管が爆風を引
き起こして、前面板を貫徹するジェットをもたらす。ジェットが粒子層３３を通り抜ける
と、ジェットは最終的に高性能爆薬層３４に衝突して、タンデム弾頭５０の主（第２）炸
薬に向かって粒子を射出する前記層の爆風をもたらす。これらの粒子は、タンデム弾頭の
飛来する第２の部分に向かって射出されて、この第２の部分に超高速で衝突してから第２
の弾頭の前記第２の部分の爆風が引き起こされる。超高速で進む金属粒子の前記衝突は、
タンデム弾頭の第２の部分の完全性に損傷を与えて、凝集性集束ジェットを形成するタン
デム弾頭の能力を著しく損なう。場合によっては、多数の粒子が第２の部分にあたると、
第２の部分の主炸薬を爆轟させることができなかったとしても、第２の部分を全く役に立
たなくすることができる。
【００５９】
　一実施形態では、粒子は、ジェットが引き起こす機械的衝撃によって引き起こされる前
記粒子間の運動エネルギー伝達を低減するために離間される。粒子間の分離は、各粒子を



(12) JP 2018-506697 A5 2019.9.26

膨らんだエネルギー吸収材料で覆うことで実現することができる。あるいは、エネルギー
吸収要素が粒子間に設けられてもよい。別の代替方法では、高性能爆発性装薬は粒子間に
混合されてもよい。別の実施形態では、粒子間に装薬を混合するのに加えて、高性能爆発
性装薬の背面層が設けられる。別の実施形態では、粒子層と前面板との間に追加の爆薬層
が設けられてもよい。別の実施形態では、爆発性装薬に損傷を与え得る金属粒子上でのジ
ェットの運動衝撃による高性能爆薬層への損傷を防止するために、剛性材料層または複合
材料層が粒子と高性能爆薬層との間に配置されてもよい。
【００６０】
　別の実施形態では、ケーシングの断面構造は、爆風のエネルギーを導いて所望の粒子雲
ベクトルおよび形状を実現するように設計される。例えば、高性能爆薬は湾曲した形に形
状を定められる、または傾斜もしくは湾曲ケーシング内に配置される。別の代替方法では
、剛性材料が成形爆薬の一部上に配置されて、放出粒子相互間の時間差爆発を作り出すこ
とができる。別の態様では、ピラミッド型要素などの幾何学的要素が、爆轟で粒子ベクト
ルに爆風効果をもたらすように、その要素の尖端部を爆薬層に向けて粒子間に挿入される
。
【００６１】
　本発明の諸実施形態の反応モジュール３０は、前面板３１の前に追加の前面層も備える
ことができる。この種の追加前面層は、タンデム弾頭との衝撃で、電子シグナリングまた
は、前記追加板に装着された爆発物によって引き起こされる引き続く爆風のどちらかで反
応装甲モジュールを作動させるトリガリング機構として使用することができる。
【００６２】
　別の実施形態では、近接信管または近接センサが、タンデム弾頭が前面板と衝突する前
に爆轟を促進するように、１つまたは複数の反応装甲モジュール３０と関連付けられても
よい。
【００６３】
　図５は、別の実施形態による反応モジュールの概略構造を示す。先の諸実施形態とは異
なり、図５の反応モジュールは、当技術分野で内破として知られる効果を利用するように
設計され、前記反応モジュールの爆風は飛来するＨＥＡＴジェットの方向に沿って向けら
れ、前記爆風波は、所定の構造内に配置された剛体粒子からなる塊の中に向けられてその
構造を内部崩壊させ、その構造を形成した剛体粒子が剛体粒子の互いに対する相対位置を
動的な形で変えるときに、前記飛来するジェットに複数の多方向運動衝撃を加えて、前記
飛来するジェットを移動粒子との多数の相互作用にさらすことにより前記飛来するジェッ
トを変形させ、各粒子の衝突角度、速度、表面などは、その粒子が形をなすときだけでな
く、その粒子の初期貫通段階でもＨＥＡＴジェットに影響を及ぼし、初期衝撃の後でも内
破残留爆風エネルギーが粒子に粒子の有害な動きを継続させるので、ＨＥＡＴジェットテ
ールへの連続的衝撃にも影響を及ぼす。反応モジュール１３０は、前面板１３１、背面板
１３２、前面板１３１の後面に装着された前面爆薬層１３４、および粒子層１３３を備え
る。この実施形態の爆薬層１３４は、前面板１３１の後面の実質的に全領域を覆う。ＨＥ
ＡＴジェットの衝撃で、爆薬層１３４は、剛体粒子の構造を自己崩壊させる爆発を起こす
ように起爆されて、上述したように内破するとともに、前記粒子に多方向から前記ジェッ
トに高運動エネルギーを加えさせることにより前記ジェットを効果的に損壊して、ジェッ
トを効果的に破壊する。
【００６４】
　図６は、本発明の一実施形態による反応モジュール１３０の別の実施形態を示す。反応
モジュール１３０は、前面板１３１、背面板１３２、前面板１３１の後面に装着された前
面爆薬層１３４、および粒子層１３３を備える。この実施形態の爆薬層１３４は、前面板
１３１の後面の実質的に全領域を覆い、反応モジュールの側板に沿って延長部１４１も有
する。ＨＥＡＴ炸薬の衝撃で、爆薬層は、剛体粒子を爆風波に従って射出させる爆発を起
こすように起爆される。この実施形態での幾何形状として）、各表面からの爆風波は粒子
を複数の方向に動かして、飛来するＨＥＡＴジェットを多数の運動力にさらし、前記ジェ
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ットを効果的に損壊する。随意に、爆薬幾何形状は、多数の衝撃波中心を作り出すために
異なり、これにより、前記粒子を射出して前記粒子を多数の方向から前記ジェットに高運
動エネルギーを加えさせ、ジェットを効果的に破壊する。さらに、爆発によって生成され
る前記衝撃波の集束は、当技術分野でモンロー効果として知られる方法で方向性爆風波を
実現するように前記爆薬の幾何学的構造を作り出すことによって爆薬を成形することによ
り方向付けかつ／または増幅させることができる。爆風レンズ１４０が、ジェットに影響
を及ぼすことになる粒子に二次的衝撃を発生させるように前記粒子を前記ジェットまたは
他の粒子と共に衝突コース内で発射するように、前記衝撃波を所与の方向に向けかつ増幅
させるように形状を定められる。この効果は、前記爆風レンズ１４０の中にライナを挿入
することによって高めることができる。代替実施形態では、前記爆風レンズの機能は、前
記剛体粒子の所望のコースまでの軌道をもたらすように前記衝撃波を分散させるように変
更することができる。
【００６５】
　図７は、本発明の別の実施形態を示す。反応モジュール１３０の構造は、図６の実施形
態のものと類似しているが、前記実施形態との違いは下記の通りである。図６の爆薬層の
延長部１４１は側板を完全に覆っているのに対して、延長部１４１ａは前記側板の一部し
か覆っていない。さらに、図６の実施形態では、延長部１４１が１つしかないのに対して
、図７の実施形態は第２の延長部１４１ｂを備え、第２の延長部１４１ｂは、この例では
、前記反応装甲モジュール１３０の反対側コーナに配置されている。好ましくは、２つの
延長部１４１ａおよび１４１ｂは、図示のように異なる軸線上に配置される。ＨＥＡＴ炸
薬の衝撃で、爆薬層は、剛体粒子を爆風波に従って射出させる爆発を起こすように起爆さ
れる。爆風波は（この実施形態での非対称爆薬層幾何形状の結果として）複数の中心を有
するので、衝撃で飛来するＨＥＡＴジェットが爆発性装薬１３４を爆轟させると、各表面
からの爆風波は粒子を複数の方向に逐次的に動かす。爆轟点は延長部１４１ａか延長部１
４１ｂのどちらかに近接することができるので、爆発は、前記延長部の一方に他方よりも
早く到達することになる。そのような非同時爆発を確実にするために、延長部１４１ａお
よび１４１ｂに異なるタイプの爆薬が使用されてもよい。さらに、２つの延長部は、爆風
収率効果の低下を防止するために、厳密には向かい合わない。別の実施形態では、側面１
４１ａおよび１４１ｂにそれぞれ隣接する剛体粒子は、異なる質量、異なる形状、異なる
構造的整列のうちの１つまたは複数を有し、例えば、前記粒子は、異なる密度の材料、異
なる粒子配列の材料、異なる引張強さの材料などに埋め込まれる。前記非対称配列により
生成される多数の運動力は前記ジェットを効果的に損壊する。またこの実施形態では、図
６と同様に、爆薬幾何形状は、多数の衝撃波中心を作り出すために異なることができ、こ
れにより、前記粒子を射出して前記粒子を多数の方向から前記ジェットに高運動エネルギ
ーを加えさせ、ジェットを効果的に破壊する。さらに、爆発によって生成される前記衝撃
波の集束は、当技術分野でモンロー効果として知られる方法で方向性爆風波を実現するよ
うに前記爆薬の幾何学的構造を作り出すことによって爆薬を成形することにより方向付け
かつ／または増幅させることができる。爆風レンズ１４０（図６に示されている）が、ジ
ェットに影響を及ぼすことになる粒子に二次的衝撃を発生させるように前記粒子を前記ジ
ェットまたは他の粒子と共に衝突コース内で発射するように、前記衝撃波を所与の方向に
形状を定め、向け、かつ増幅させるように爆薬層の１つまたは複数の箇所にも組み込まれ
てもよい。この効果は、前記爆風レンズ１４０の中にライナを挿入することによって高め
ることができる。代替実施形態では、前記爆風レンズの機能は、前記剛体粒子の所望のコ
ースまでの軌道をもたらすように前記衝撃波を分散させるように変更することができる。
【００６６】
　図８は、本発明の別の実施形態による３つの粒子構造でなる反応モジュールを示す。反
応モジュール２３０は、打撃面２３１、背面２３２、第１の爆薬層２３４、第２の爆薬層
２３５、第３の爆薬層２３６、および第４の爆薬層２３７を備える。開口２４６ａ、２４
６ｂ、および２４６ｃを有する第１の鋼壁は、第１の爆薬層２３４と第２の爆薬層２３５
との間を隔てる。セパレータ２３９は、第２の粒子構造２３３ｂと第３の粒子構造２３３



(14) JP 2018-506697 A5 2019.9.26

ｃとの間を隔てる。ＨＥＡＴジェットとの衝撃で、爆薬層２３４は爆発して、剛体粒子を
飛来するジェットに向かって射出し、タンデム弾頭の場合は弾頭の主炸薬に向かって射出
する。爆発が第１の粒子構造２３３ａ内で始まると、爆風は開口２４６内を伝搬して第２
の爆薬層２３５を活性化し、第２の爆薬層２３５の即時爆発を引き起こす。第２の爆薬層
２３５が爆轟すると、上記に詳述した内破過程が、自己崩壊する粒子構造２３３ｂの中で
始まる。この爆発に続いて、爆風は爆薬層２３６内を伝搬して、爆薬層２３７の爆風シー
ケンスを始める。爆薬層２３７が爆轟すると、粒子質量全体が崩壊した粒子構造２３３ｂ
と衝突するので、粒子構造２３３ｃを自己崩壊させる。この多重爆発構造内破タンデム過
程は、飛来するＨＥＡＴジェットを効果的に損壊する。より具体的には、前記非対称配列
により生成される多数の運動力は前記ジェットを効果的に損壊する。またこの実施形態で
は、図６と同様に、爆薬幾何形状は、多数の衝撃波中心を作り出すために異なることがで
き、これにより、前記粒子を射出して前記粒子を多数の方向から前記ジェットに高運動エ
ネルギーを加えさせ、ジェットを効果的に破壊する。さらに、爆発によって生成される前
記衝撃波の集束は、当技術分野でモンロー効果として知られる方法で方向性爆風波を実現
するように前記爆薬の幾何学的構造を作り出すことによって爆薬を成形することにより方
向付けかつ／または増幅させることができる。爆風レンズ１４０（図６に示されている）
が、ジェットに影響を及ぼすことになる粒子に二次的衝撃を発生させるように前記粒子を
前記ジェットまたは他の粒子と共に衝突コース内で発射するように、前記衝撃波を所与の
方向に形状を定め、向け、かつ増幅させるように爆薬層の１つまたは複数の箇所にも組み
込まれてもよい。この効果は、前記爆風レンズ１４０の中にライナを挿入することによっ
て高めることができる。代替実施形態では、前記爆風レンズの機能は、前記剛体粒子の所
望のコースまでの軌道をもたらすように前記衝撃波を分散させるように変更することがで
きる。鋼板またはセパレータ内に開口を含めるのは任意選択であることにも留意すべきで
ある。この例は、１つまたは複数の爆薬層を遮蔽し、それによって爆薬層の破損を時期尚
早に防止するために追加のセパレータ、レンズ、または鋼板が使用され得るので、非限定
的なものである。さらに、前記鋼板を補強するために、既述のように、アルミナ９８やシ
リコンカーバイドなどの材料がこの反応モジュールの一部として使用されてもよく、なら
びにポリマーなどの複数の種々の材料ならびに多数の幾何形状を有する中空構造が、上述
したように、前記モジュールの最終結果に影響を及ぼし得る爆風誘発力と物理的効果およ
び機械的効果とを方向付ける、強める、減じる、などのために使用され得ることにも留意
しなければならない。本発明の諸実施形態の反応モジュールの使用は、独立型モジュール
として、あるいは他のモジュール、すなわち本明細書に記載されているモジュールか従来
技術から知られているモジュールのどちらかと組み合わせて実行され得ることに留意しな
ければならない。
【００６７】
　典型的な反応装甲は一般に、垂直向きに対して斜めにして実装される（なお、この全体
的な状況は図２および図４には示されていない）ことに留意すべきである。
【００６８】
　本発明の別の実施形態では、本発明の諸実施形態のＥＲＡ内での爆風シーケンスの時限
起爆を可能にするために、トリガリングスクリーンが設けられる。トリガリングスクリー
ンは当技術分野で知られる。例えば、トリガリングスクリーン、モデル番号ＰＴ－０３０
３５００６００ＭＫは、Ｗｈｉｔｈｎｅｒ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（米国の企業）によ
って製造され、図９に示されている。トリガリングスクリーンは、典型的には、トリガリ
ングスクリーンの貫通で電気回路を閉じるために使用される。トリガリングスクリーンに
貫入すると、電気回路が閉じられ、起爆回路が起動されて、装薬内の爆薬を爆轟させる。
爆風シーケンスの待ち時間は、爆風シーケンスが、例えば、トリガリングスクリーンの穿
孔時刻から５マイクロ秒～２０マイクロ秒で始まることを可能にするように、当技術分野
で知られる手段で管理することができる。爆薬層１３４または前記装薬で重要と見なされ
る他の部分からトリガリングスクリーンまでの距離は、ジェットによる衝撃の前に爆風の
管理を可能にする大きな要因である。図７ａおよび図９に示されているように、トリガリ
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ングスクリーン２４１は、高性能爆薬層１３４の爆風の時間を設定するために使用される
。本発明の諸実施形態によれば、この種のトリガリングスクリーン２４１は打撃面の背後
に実装される。爆薬層１３４からトリガリングスクリーン２４１までの距離は、ジェット
が図７ａのＥＲＡ内の要素に衝突する前に前記装薬内で爆風シーケンスを開始することが
できる最大時間を決定するように調整することができる。図８ａでは、スクリーンは、例
えば、装薬を構成する要素内に配置される。ジェットが装薬を構成する要素の中を移動す
ると、それは、ジェットが装薬内の指定箇所に到着する前に爆風シーケンスをトリガする
。
【００６９】
　この種の技法は、従来技術のＥＲＡモジュール２０（図２）をトリガして、成形炸薬ジ
ェットが高性能爆薬を挟む前面鋼板に衝突する前にＥＲＡモジュール２０を爆発させるた
めにも使用され得ることに留意すべきである。トリガリングスクリーン２４１（図２ａに
示されている）を使用して前記トリガリング機構を利用すると、図２の前記ＥＲＡモジュ
ールが前記ジェットを打破する可能性を劇的に高めることができることにも留意すべきで
ある。図２ａは、ＥＲＡ２０の前面板２１の前にいくらかの距離を置いて配置されている
スクリーン２４１を示す。雷管は、図２ａ、図７ａ、および図８ａに数字２４３として示
されている。爆風回路は、簡潔にするために上記図には示されていない。
【００７０】
　上述したトリガリングスクリーン２４１は、飛来するジェットとＥＲＡ内の所定の要素
が衝突する前に爆風シーケンスを作り出すために、当技術分野で知られる他の手段によっ
て増強され得ることにも留意すべきである。
【００７１】
　図１０は、本発明の別の実施形態を開示する。この実施形態では、爆薬層２３４は、水
平面か垂直面のどちらかに対していくらか斜めにして形成または成形される。前記反応装
甲装薬の前記配置では、爆発すると、粒子構造２３３は、飛来するＨＥＡＴジェットに向
かって射出されて、前記ジェット２７７に角度方向のせん断力を加えながら飛来するＨＥ
ＡＴジェットに衝突する。図１１に示されている別の実施形態では、反応装甲は、前記斜
めの爆薬層２３４に加えて、配線２７８を介して爆轟シーケンスを作動させ、その結果と
して雷管２４３を爆発させるためのトリガリングスクリーン２４１を備える。トリガリン
グスクリーンは、適切な受信機によって受信される電磁信号または無線周波数信号を生成
するために、電気回路を閉じる手段として使用されてもよく、この信号は、雷管２４３を
爆轟させることになる爆風シーケンスを起動する。
【００７２】
　トリガリングスクリーンは、例えば図１１に示されているように、上述した実施形態の
いずれでも動作することができる。スクリーン、スイッチング機構、または爆轟要素への
電圧を発生させる手段は、（ａ）電池、（ｂ）コンデンサ、（ｃ）誘導型回路、（ｄ）ロ
ッキング運動により、振り子型要素を電磁場中で、当技術分野で知られる方法で動かし、
それによって電気を発生させる電気機械要素であって、前記電気がコンデンサや電池など
に供給される、電気機械要素、（ｅ）ＨＥＡＴジェットによる圧力または衝撃で、トリガ
リングスクリーンの中に向けられ得る電気を、トリガリングスクリーンの動作に必要な手
段として発生させる圧電素子、の使用によるものとすることができる。あるいは、圧電素
子によって生成される電圧は、コンデンサまたは電池内の貯蔵エネルギーを、前記爆発シ
ーケンスを作動させる手段として放出し得るスイッチング機構を作動させる、（ｆ）接触
すると（ＨＥＡＴ爆発によって始まる）、上述の動作に必要な電気を発生させる、当技術
分野で知られる化学物質または金属の使用。
【００７３】
　上記手段（ｂ）、（ｅ）、および（ｆ）は、前記トリガリングスクリーンに関連して、
または上述した実施形態のいずれかに記載の反応外装用のトリガリング機構として使用す
ることができる。これらの手段は、衝突で爆風シーケンスを起動するのに必要な必要電圧
を放出することができるので、トリガリングスクリーンに取って代わることができる。好
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ましくは、前記要素（ｂ）、（ｅ）、および（ｆ）は爆発性装薬の前にいくらかの距離を
置いて配置される。
【００７４】
　図１２は、高性能爆薬を挟む２つの鋼板を備える反応装甲を示す。前記高性能爆発性装
薬は、トリガリングスクリーンが上記の長さに描かれているように穿孔することによって
作動する雷管を装着される。トリガリングスクリーンを穿孔すると、鋼板相互間に挟まれ
た高性能爆薬との接触を始める前に、爆風がトリガリングスクリーン機構によって始まり
、飛来するジェットが前記反応装甲サンドイッチに衝突する前に、高性能爆薬を爆発させ
、金属板のうちの１つまたは複数を飛来するジェットに向かって射出させる。前記トリガ
リングスクリーンは、ＨＥＡＴジェット以外の要素による偶発的な作動を防止するために
打撃面の背後にある。
【００７５】
　上記の反応装甲モジュールのすべてまたはいずれかの打撃面が、鋼、チタン、バリステ
ィックアルミニウム、あらゆる種類の金属合金などの剛性金属要素から構成され得ること
に留意すべきである。さらに、前記打撃面は、アルミナや炭化ホウ素などの剛性材料から
構成されてもよい。さらに、前記打撃面は、アラミドやダイネマなどの各種ポリマーから
構成されてもよい。さらに、前記打撃面は、ガラスや炭素繊維などの圧縮繊維から構成さ
れてもよい。上記材料のそれぞれいずれかが、図面に鋼として示されている図面に記載さ
れているように、組み合わされてもよく、または打撃面に取って代わってもよい。
【００７６】
　図１３は、本発明の別の実施形態を示す。爆風レンズは、トリガリングスクリーンによ
って作動するので、ライナ（当技術分野で知られる）の有無にかかわらず飛来するＨＥＡ
Ｔジェットを打破するために使用される。爆風波をより良く方向付けるために、レンズの
断面形状は、三角形状（図に示されている）、球形状、または他の形状とすることができ
る。
【００７７】
　図１４は、粒子ベースの爆発反応装甲と図１２に記載の爆発反応装甲７２１とを組み合
わせたものを示す。反応装甲モジュール７２０および７２１のそれぞれにトリガリングス
クリーンが設けられる。前記２つのトリガリングスクリーンはいずれも、反応モジュール
を時限爆風シーケンスで作動させることができる。
【００７８】
　本発明のいくつかの実施形態について例として説明してきたが、本発明は、本発明の精
神から逸脱せずに、または特許請求の範囲を超えずに、多くの修正形態、変更形態、およ
び適合形態でかつ当業者の範囲内にある多くの均等物または代替解決策を用いて実用化す
ることができる。


	header
	written-amendment

